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・自然災害防止対策の目的、必要性を理解いただき、事業実施に協力していただく。
・日頃から危険箇所等の変化を発見したら出来るだけ早く連絡していただく。

・自然災害に備えて、計画的に施設整備、維持管理を行う。
・事業実施に際しては、説明会など住民への理解促進を図る。

平成22年度施策評価表

（平成21年度の振り返り、総括） 作成日

22年度目標

45,562

22年度20年度

46,036

市民

市

5.05.7 7.0

その他

63.7

3,495

66.0

④土砂災害危
険箇所整備率

41.5

46,459

41.9

28.8

20年度実績19年度実績

62.7

3,044

①雨水幹線整
備率

施策の目的
【対象】

①市民

①市の人口

施策の目的
【意図】

自然災害から生命や財産を守
られる。

成果指標名

②排水路整備
延長（累計）

⑤管路の耐震
化率

施策の成果
向上に向け
ての役割分
担

農林水産課、都市計画課、水道課、下水道課

19年度対象指標名 21年度
目標年度

(年度)
23年度

45,562

①②市内の排水路（雨水幹線、排水路）の整備が進むと浸水被害が減少することにつながるので、雨水幹線整備
率及び排水路整備延長を成果指標とした。
③河川の改修が進むことにより、河川の氾濫による被害を防ぐことができるので、これを成果指標とした。
④土砂災害の危険箇所を整備することにより、土砂災害が減少し、生命、財産を守ることができるので、これを成
果指標とした。
⑤重要なライフラインである上水道施設を地震に強いものにすることで、生命を守ることにつながるので、これを成
果指標とした。

45,562

目標値21年度実績

①下水道課の資料により把握。（雨水幹線整備事業実績により把握。）　雨水幹線整備率　＝雨水幹線整備面積
÷雨水幹線整備計画面積×100
②建設課の資料（工事台帳）により把握。　　＊平成13年度からの整備累計延長
③建設課の資料（河川改修事業実績）により把握。
④建設課の資料（富山県土砂災害整備中期計画と事業実績）により把握。　土砂災害危険箇所整備率　＝土砂
災害危険箇所整備済箇所数÷土砂災害危険箇所中期計画箇所数×100　による。
⑤水道課の資料（水道事業年報）により把握。　管路耐震化率＝耐震化済延長÷耐震化計画延長×100

3,219

③河川改修済
延長

28.8

41.5

28.8

調査中

41.5

63.2

23年度目標
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単位

本数

千円

時間

千円

千円 0

8,530

185,305

35,058

ウ．住民期待水準との比較（成果水準が住民が期待していると思われる水準と比較してどうであるかを中心に記述。）

22年度目標 23年度計画

平成21年度
の評価結果

１．施策の成果水準とその背景（近隣他市や以前との比較、特徴、その要因と考えられること。）

◆市街地の排水路は、豪雨時に度々溢水被害を起こしている。対策として計画的に雨水幹線整備、排水路整備
等を行ってきているが、住民が安全・安心して住める状況には達していない状態である。また、中山間地域におけ
る土砂災害危険箇所についても整備が遅れ住民の期待水準には達していない。

◆北中雨水幹線は、高畠地区及び北鬼江地区の一部住宅の冠水解消を図るべく整備を行うとともに、中川雨水
幹線についても、18年度より整備を行っており計画的に進める。
◆市街地の排水路については、溢水する排水路を重点的に整備を進める。
◆土砂災害防止整備事業については、県の指定する土砂災害危険区域、特別危険区域を対象に土砂災害ハ
ザードマップを作成し、危険対象地区全世帯に配布を行い周知を図る。また、県に対し引き続き継続的に整備を
進める要望を行う。
◆上水道老朽管更新事業を継続して行う。また拡張事業においても耐震構造化を図る。

◆排水路整備について、雨水幹線整備率は19年度で62.7％であったが、21年度では63.7％と整備が進んできてい
る。排水路整備は年度実績であるが溢水箇所、老朽化箇所を中心に実施している。
◆土砂災害危険箇所の整備率は、19年度の28.8％に対し21年度は28.8％と横ばい状況となっている。
◆ライフラインの上水道管路の耐震化については、阪神大震災を契機にその重要性が叫ばれるようになり、当市
では17年度から目標として掲げた5.0％を2年間で達成し、21年度では耐震化率は7.0％となった。（調査中）

ア．成果水準の推移（成果水準がここ数年どのように推移しているかを中心に記述。）

イ．近隣他市との比較（成果水準が近隣他市と比較してどうであるかを中心に記述。）

◆雨水幹線整備、排水路整備、土砂災害危険箇所整備については、地形等の違いもあり近隣市との比較はでき
ない。

２．施策の成果実績に結びついているこれまでの主な取り組み（事務事業）の総括

効率性
指　標

施策の
トータル
コ ス ト

Ｅ．トータルコスト　（Ｂ＋Ｄ）

Ｇ．人件費　（定義式　：　Ｄ／人口 ）

Ｈ．トータルコスト　（定義式　：　Ｅ／人口 ）
　同　　　上 円

Ａ．本施策を構成する事務事業の数

Ｂ．事業費　（事務事業の事業費合計）

Ｃ．事務事業に要する年間総時間

Ｄ．人件費　（Ｃ×１時間あたりの平均人件費）

3,216

750

対象（受益者）１単位あたり、若しくは市民１人あたりの施策の

Ｆ．事業費　（定義式　：　Ｂ／人口 ）
　同　　　上

円

円

3,966

３．施策の課題認識及び平成22年度の取り組み状況（予定）

　（平成21年度末で残った課題、既に平成22年度に取り組んでいること、又は取り組みの予定について記述。）

19年度実績

7

150,247

20年度実績

10

196,654

541

4,813

5,922

24,902

221,556

4,272

330,075

24年度計画

◆北中雨水幹線については、懸案箇所であったＪＲ及び地鉄路線横断が、16年度に完了し大きな冠水は減少し
た。21年度も引き続き幹線整備の改修を行った。これにより北鬼江地区の一部住宅地の冠水の解消が期待され
る。
◆市街地の溢水箇所や老朽化の解消のために継続的な排水路整備を行ってきている。
◆土砂災害防止整備事業については、県の主体事業として継続的・計画的に施工されている。
◆上水道は老朽管更新事業・拡幅事業を実施し、耐震構造化を図っている。

　（ここ数年の間、施策の成果向上に貢献してきた主な事務事業の取組み内容を中心に記述。）

区　　　　　分

352,698 0

7,245

497

0

5,380

22,623

10

21年度実績

7,741


